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熊本県知事が国に求めた「流水型のダム」 

河川生態系に影響を及ぼす可能性あり 
改めて必要性を検討すべき 

 

公益財団法人日本自然保護協会（会員約 2 万 4 千人、理事長 亀山 章、以下 NACS-J）は、11 月

19 日に蒲島郁夫熊本県知事が表明した「球磨川流域の治水の方向性」において「流水型のダム」を

国に求めていることに対して、自然保護の観点から意見書を提出しました。 

 

＜主な内容＞ 

 ・ 生態系を活用した防災・ 減災・ Eco-DRR）が注目されるなか、「命と環境の両立」を位置づけたこと

は評価できる。 

 ・ 球磨川豪雨検証委員会では、洪水の流量とダムの効果の検証に終始し、荒瀬ダムの検証や流域の土石

流などの検証はされておらず、本来の流域治水に向けて、総合的な検証を行ったとはいえない。 

 ・ ・「球磨川流域治水協議会」において、流水型ダムの選択肢は熊本県や国土交通省九州地方整備局から

も一斉提示されておらず、議論の俎上に載っていないにもかかわらず知事が・「流水型のダム」を突如表

明したことに違和感がある。 

 ・ 川辺川で想定される・「流水型のダム」は巨大なものであり、土砂の堆積により河川環境は変化し、ア

ユをはじめとする遡上性魚類の移動阻害になるなど、河川生態系に影響を及ぼし、川辺川の清流は維持

できなくなる可能性がある。 

 ・ 知事がアセス法にもとづく環境アセスメントを国に求めたことは評価するが、その以前にメリット 

デメリット、環境影響、費用対効果などの点から流水型ダムの必要性を改めて検討すべきである。 

 

詳細は、添付の意見書をご参照ください。 

 

■ 本リリースに関するお問合せ 

日本自然保護協会 保護部 部長 大野正人 

Tel:・03-3553-4101 Email:・ohno@nacsj.or.jp 

〒104-0033 東京都中央区新川 1-16-10 ミトヨビル 2F 

 

 

11 月 19日に蒲島郁夫熊本県知事が表明した・「球磨川流域の治水の方向性」において・「流

水型のダム」を国に求めていることに対して、自然保護の観点から意見書を提出し、河川

生態系に及ぼす可能性を指摘し、改めてその必要性を検討すべきと意見しました。 

mailto:ohno@nacsj.or.jp


＜参考＞ 

公益財団法人 日本自然保護協会について 

自然保護と生物多様性保全を目的に、1951 年に創立された日本で最も歴史のある自然保護団体のひとつ。会

員 2万 4千人。ダム計画が進められていた尾瀬の自然保護を皮切りに、屋久島や小笠原、白神山地などでも活

動を続けて世界自然遺産登録への礎を築き、今でも日本全国で壊れそうな自然を守るための様々な活動を続け

ています。「自然のちからで、明日をひらく。」という活動メッセージを掲げ、人と自然がともに生き、赤ちゃ

んから高齢者までが美しく豊かな自然に囲まれ、笑顔で生活できる社会を目指して活動している NGO です。

山から海まで、日本全国で自然を調べ、守り、活かす活動を続けています。 

http://www.nacsj.or.jp/ 
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